
 

千葉市エンゼルヘルパー派遣事業実施要綱  

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、家事又は育児を援助する者がいない家庭を対象にホームヘルパー

を派遣し、家事、育児及び外出を援助するため本市が行う千葉市エンゼルヘルパー派

遣事業の実施について、必要な事項を定めることを目的とする。  

 （派遣対象者 ) 

第２条  ホームヘルパーの派遣を受けることができる者（以下「派遣対象者」という。）

は、千葉市内に居住し、家事又は育児の援助を要するもので、かつ、次の各号のいず

れかに該当する者とする。  

（１）単胎児（多胎児以外の胎児）を妊娠中の者又は単胎児を出産してから１年未満の

者であり、派遣する時間帯に家事又は育児を行える者が２名以上在宅していない家

庭に属する者。  

（２）多胎児（同一の母親が同時に２人以上を妊娠した胎児）を妊娠中の者又は多胎児

を出産してから１年未満の者（ただし、当該多胎児が出産予定日前に出生した場合

は当該出産予定日から１年未満とする。）。  

（３）その他市長が派遣対象者とすることが必要であると認めた者。  

２  前項の規定にかかわらず、市長は、当該乳幼児が在宅しないとき（入院している場

合を除く）、派遣対象者その他の保護者が在宅しないとき又はその他ホームヘルパー

の派遣に支障があると認める事由があるときは、派遣対象者としないことができる。  

 （援助の内容）  

第３条  派遣されたホームヘルパーが行うことのできる援助の内容は、次の表に掲げる

もの（営利事業及び各種祭事等に係るものは除く）のほか、特に必要があると市長が

認めたものとする。  
 

区    分  援 助 の 内 容 

（１）家事に関するもの  ア  食事の準備及び後かたづけ  

 イ  衣類の洗濯、補修  

 ウ  居室等の日常的な清掃、整理整頓  

 エ  近隣店舗で持てる範囲の買い物  

 オ  関係機関との連絡  

 カ  その他必要な家事援助  

（２）乳児の育児に関するもの   ア  授乳  

 イ  おむつ交換  

 ウ  沐浴介助  

 エ  適切な育児環境の整備  

 オ  その他必要な育児援助  

（上の子の育児支援等）  



 

（３）外出時の援助  

（外出先は、原則派遣対象者宅か

ら徒歩圏内であることとし、公共

交通機関を用いる場合の費用は利

用者が負担するものとする）  

 ア  散歩・公園など近隣地への同行  

 イ  買い物への同行  

 ウ  保育園・学校等への送迎補助  

エ  健診・病院等の受診付き添い  

オ  その他必要な外出援助  

 

（援助を行う時間数及び回数）  

第４条  援助を行う時間数及び回数は、次のとおりとする。  

（１）時間数は、１回の援助につき２時間とし、１日２回を限度とする。  

（２）回数は、第２条第１項第１号については３０回以内、同項第２号については５０

回以内、同項第３号については３０回又は５０回以内とする。  

 （援助を行う日及び時間帯）  

第５条  援助を行う日及び時間帯は、次のとおりとする。  

（１）援助を行う日は、年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）を除く日とす

る。  

（２）援助を行う時間帯は、午前８時から午後６時までとする。  

 （登録・利用等の申請）  

第６条  当該事業の登録又は利用を申請する者は、エンゼルヘルパー派遣事業登録・利

用申請書（様式第１号）により、市長に申請すること。なお、利用を申請する者にあ

っては、原則として、利用希望日時の５日前（市役所の閉庁日を除く）までに、市長

に申請するものとする。  

２ 前項の利用を申請する者のうち、従前に本事業を利用した際と同一の事業者の派遣を希望する場合、

市長への申請を省略し、派遣事業者に直接申請できるものとする。 

（登録の承認、不承認及び通知）  

第７条  市長は、前条の規定による登録に係る申請があったときは、派遣事業を利用

しようとする世帯の生活状況等を把握のうえ、登録の承認又は不承認を行い、併せ

て、エンゼルヘルパー派遣事業登録承認通知書（様式第２号）又はエンゼルヘルパ

ー派遣事業登録不承認通知書（様式第２号の２）により、申請者に対し、速やか

に、通知するものとする。  

２ 前項の規定による登録について、第２条第１項各号に規定する要件を満たさなくなった者にあって

は、承認通知書の効力は消滅するものとする。 

（利用の決定）  

第８条  前条第１項の規定に基づき登録の承認を受けた者及びその家族のうち、利用を

申請した者の利用希望日時が決定したときは、市長は、利用者に対して利用希望の成

立及び事業者に対して派遣に必要な情報を連絡するものとする。  

 （変更の申請等）  

第９条  第７条第１項の規定により登録を承認された者が、登録内容を変更しようとす

るとき、又は援助の利用を中止しようとするときは、エンゼルヘルパー派遣事業登録・



 

利用変更等申請書（様式第３号）により、速やかに、市長に申請するものとする。な

お、登録内容を変更する申請については、電子メールに、援助の利用、変更又は中止に関

する申請については、電話、電子メール等による申請に代えることができる。 

 （変更措置等）  

第１０条  市長は、前条の規定による申請があったときは、登録、援助内容の変更、又

は援助の利用を中止する。  

２  市長は、前項の規定により、登録内容を変更したときは、エンゼルヘルパー派遣事

業登録内容等変更受理通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

３  市長は、第１項の規定により、援助内容の変更及び中止を行ったときは、申請者及

び事業者に速やかに連絡するものとする。 

 （利用料）  

第１１条  この事業を利用した者（以下「利用者」という。）は、別表１に定める額を

負担するものとする。なお、利用者の都合により、利用を中止する場合は、利用者は

別表２に定める額を負担するものとする。  

２  前項に定めるもののほか、ホームヘルパーが買い物その他の援助を行う際、移動の

ための交通費等を必要とする場合は、当該交通費等の実費相当額を利用者が負担する

ものとする。  

３  利用者の属する世帯が、次の各号のいずれかに該当するときは、第６条の規定によ

る申請を行う際に当該各号のいずれかに該当することを証明する書類を提出するも

のとする。  

（１）生活保護世帯又は市町村民税非課税世帯  

（２）市町村民税所得割課税額 48,600円未満の世帯  

（３）ひとり親世帯（児童扶養手当受給相当）  

（４）多胎世帯 

４  利用者は、第１項及び第２項に規定する利用料及び実費相当額を利用した事業者に

 直接支払うものとする。  

 （事業の委託）  

第１２条 市長は、この事業を次の各号に定める事業を実施している者に委託して行う

ものとする。  

（１）介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項に規定する訪問介護  

（２）前号に規定する事業に相当する事業  

 （委託料）  

第１３条  市長は、この事業の実施を委託した事業者に対し、この事業の実施に要する

 費用として、別表３に定める委託料を支払うものとする。  

 （ホームヘルパーの選考）  

第１４条  事業者は、次に掲げる要件を備えている者のうちから、ホームヘルパーを選

 考するものとする。  

（１）看護師、保育士、乳幼児の養育に経験がある者等であること。  

（２）心身ともに健全であること。  

（３）家事又は育児に関する援助を適切に実行する能力を有すること。  



 

 （ホームヘルパーの研修）  

第１５条  事業者は、ホームヘルパーに対して必要に応じ、資質の向上のために必要な

 研修を実施するものとする。  

 （ホームヘルパーの健康管理等）  

第１６条  事業者は、ホームヘルパーに対し、感染症等に関する知識を習得させるとと

 もに、年１回以上の定期健康診断を実施し、ホームヘルパーの健康管理に細心の注意

 を払うものとする。  

 （身分証明書の携行等）  

第１７条  ホームヘルパーは、援助を行う際に、常に事業者が発行する身分証明書を携

行し、利用者宅の訪問時に必ず提示するほか、利用者の請求に応じ提示するものとす

る。  

２  ホームヘルパーは、援助を行ったときは、その都度、エンゼルヘルパー派遣事業利

用確認書（様式第５号）により、利用者から援助履行の確認を受けるものとする。  

 （報告及び帳票類の整備等）  

第１８条  事業者は毎月、エンゼルヘルパー派遣事業実施報告書（様式第６号）を作成

し、翌月１５日までに市長に提出しなければならない。  

２  市長は、事業の適正な実施を確保するため、事業者に援助に関する記録、その他必

要と認める帳票類を整備させるものとする。  

３  市長は、第１２条により委託した業務の適正な実施を図るため、事業者が行う事業

内容を把握し、必要な措置を講ずるものとする。  

４  市長は、事業者に対し、帳簿書類等の提出又は援助内容の確認等について、必要な

調査を実施することができる。  

 （補則）  

第１９条  この要綱に定めるもののほか、千葉市エンゼルヘルパー派遣事業の実施に関

し必要な事項は、こども未来局長が定める。  

   附  則  

 １  この要綱は、平成１４年１月１日から施行する。  

 ２  第６条から第９条までの規定による利用に関し必要な手続きは、平成１４年１月

  １日前においても行うことができる。  

   附  則  

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。  

   附  則  

１  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、様式第１号、様式第３

  号及び様式第３号の３の改正規定は、同年３月２６日から施行する。  

 ２  この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）において、第２条に規定する派

遣対象者に該当する者の施行日以後にサービスを利用できる回数は、第４条第２号

に規定する回数から施行日前に利用した回数を減じた数とする。  

附  則  

１  この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

 ２  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、



 

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、平成２６年２月３日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附  則  

１  この要綱は、平成２９年１月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現に利用の決定を受けている者は、登録の承認を受けたも  

のとみなす。  

３  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、 

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

 １  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、 

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、 

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

  附  則  

１  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

  附  則  

１  この要綱は、令和３年８月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

  附  則  

１  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  



 

１  この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この要綱は、令和８年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

 

 

別表１  

利用者の属する世帯区分  １回２時間当たりの利用料 

生活保護・市町村民税非課税世帯  ０円  

市町村民税所得割課税額48,600円未満の世帯 ２５０円  

ひとり親世帯（児童扶養手当受給相当）又は多胎世帯 ８４０円  

その他の世帯  １，６８０円 

※１  生活保護世帯とは、この事業を利用した日における生活保護法（昭和２５年

法第１４４号）の規定による被保護世帯とする。  

※２  市町村民税非課税世帯及び市町村民税所得割課税額 48,600円未満の世帯と

は、この事業を利用した日の前年（１月から５月までの利用については前々年）

の所得に対するその該当の有無をいうものとする。 

なお、課税額48,600円未満の世帯とは、世帯の市町村民税所得割の課税額の合算が48,600円

未満の世帯をいう。 

※３  ひとり親世帯（児童扶養手当受給相当）とは、この事業を利用した日においてその

該当の有無（妊娠中にあっては出産後、児童扶養手当が受給される見込みの有

無）をいうものとする。  

※４ 多胎世帯とは、同じ母親が２人以上の胎児を同時に妊娠し、多胎児を出産した世帯をいう。

なお、多胎世帯に該当するかについては、利用日時点で判断する。 

※５ 初回利用については、利用者の属する世帯区分に関わらず、利用料を徴収しないこととする。 

 

別表２  

利用者都合によりサービスの供与が中止された場合の１回当たりの利用者負担額 

派遣前々日の１６時までに連絡があった場合 ０円  

派遣前々日の１６時以降、派遣前日の１６時までに連絡があった場合 ８４０円  

派遣前日の１６時以降に連絡があった場合 

（利用者宅訪問後のサービスの供与中止を含む） 
１，６８０円  

※  初回利用においても、利用者負担を徴収するものとする。  

 



 

別表３  

利用者の属する世帯区分  金額  

初回利用世帯  ５，２００円  

生活保護・市町村民税非課税世帯  ５，２００円  

市町村民税所得割課税額 48,600円未満の世帯  ４，９５０円  

ひとり親世帯（児童扶養手当受給相当）又は多胎世帯  ４，３６０円  

その他の世帯  ３，５２０円  

 


